
消防活動の拠点としての機能を発揮できるよう庁舎や付帯設備を
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 安全、衛生面等も踏まえ適正に維持管理・補修し消防体制の万全を図る。
展開方向

　災害時の活動拠点としての機能を発揮できるよう、庁舎や付帯設備を安全衛生面等も踏まえ適正に維持管 庁舎委託契約・リース契約：年度当初契約　/　庁舎備品購入：年度当初購入　/　庁舎修繕等：随時対応
理・補修する。 建物定期点検（６月）消防設備点検（９月）
　西消防署つくし野分署は、昭和５３年に建設され、移転を含めた建替えの検討を実施しているが、今年度 当該年度 　
は、仮眠室設置の空調設備の更新を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 また、西消防署のホース乾燥塔についても、老朽化が著しいため、補修工事を行う。

我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防庁舎の老朽化に伴う庁舎維持補修及び施設の維持管理、付属備品の購入 直接 我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 % 100 100

平成32年度 消防庁舎の老朽化に伴う庁舎維持補修及び施設の維持管理、付属備品の購入 直接 我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 % 100

平成33年度 消防庁舎の老朽化に伴う庁舎維持補修及び施設の維持管理、付属備品の購入 直接 我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 ％ 100

本業務は消防庁舎の老朽化に伴う施設設備に経費が掛かるため多年度にわたり実施。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

複写機チャージ料 562 複写機チャージ料 560 複写機チャージ料 560 複写機チャージ料 560
通信指令室付属品装置消耗品 25 暖房用灯油・LPガス・光熱水費 10,407 暖房用灯油・LPガス・光熱水費 10,407 暖房用灯油・LPガス・光熱水費 10,407
暖房用灯油・LPガス・光熱水費 11,407 消防庁舎施設修繕料 1,302 消防庁舎施設修繕料 1,302 消防庁舎施設修繕料 1,302
通信指令付属品・消防庁舎施設修繕料 1,765 加入電話回線使用料・備品廃棄手数料 1,271 加入電話回線使用料・備品廃棄手数料 1,271 加入電話回線使用料・備品廃棄手数料 1,271
加入電話回線使用料・備品廃棄手数料 1,252 施設設備等保守点検・清掃委託料 7,586 施設設備等保守点検・清掃委託料 7,586 施設設備等保守点検・清掃委託料 7,586
施設設備等保守点検・清掃委託料 7,098 東消防署電話機リース使用料 90 東消防署電話機リース使用料 90 東消防署電話機リース使用料 90
複写機リース使用料 290 複写機リース使用料 267 複写機リース使用料 267 複写機リース使用料 267

実施内容 NHKテレビ受信料 124 NHKテレビ受信料 132 NHKテレビ受信料 132 NHKテレビ受信料 132
空調設備使用料（長期契約11月まで） 2,719 庁舎付属備品 260 庁舎付属備品 260 庁舎付属備品 260

(8)施行事項
費　　用 庁舎付属備品 247 庁舎資材購入費 100 庁舎資材購入費 100 庁舎資材購入費 100

庁舎資材購入費 100 工事請負費 210
＊ つくし野分署　

＊ 東消防署屋上防水・外壁改修工事 28,210 ＊   仮眠室空調設備更新整備 355
＊ （起債対象） ＊ 西消防署 　
＊ 東消防署屋上防水・外壁改修工事監理委 1,556 ＊   ホース乾燥塔修繕 800
＊ （起債対象） 　
＊ 東消防署電話機リース使用料 174 　

予算(決算)額 合　　計 55,529 合　　計 23,340 合　　計 21,975 合　　計 21,975
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 22,300 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 33,167 23,204 21,839 21,839

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 62 □特会 □受益 □基金 ■その他 136 □特会 □受益 □基金 ■その他 136 □特会 □受益 □基金 □その他 136
換算人数(人) 0.5 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 4,400 3,520 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 59,929 26,860 25,495 25,495
(11)単位費用

599.29千円／% 268.6千円／%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・昭和５４年に消防本部・西消防署が開設し、昭和６２年の東消防署開設から現在に至っているため、現況を踏まえ庁舎 ○①事前確認での想定どおり
の老朽が進み早急に修繕、整備が必要であるとともに、災害時の活動拠点として安全確実な庁舎管理を図るため保守点検 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、庁舎付属品の充実した更新が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,860 33,069
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

55.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.37

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 918 課コード 1001 会計種別 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防庁舎・装備の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,860 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 　災害から市民の生命、身体、財産を守る



ら守るため、消防活動を円滑に行う消防車両等を整備維持管理し消防体制
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 の万全を図る。
展開方向

　複雑多様化する災害等に対応するため操作性、安全性、機能性を具備した消防車両等の総合管理及び整備 消防車両等の整備　　日常点検：随時/定期点検及び継続検査（車検）：計画に沿って実施する。
を実施する。 消防車両等の修繕　　点検及び継続検査等を実施した際に故障箇所等が判明した場合は早急な対応を図る。
　今年度は、配備車両の維持管理を図るとともに、消防本部車両更新計画に基づき、東消防署に配置されて 当該年度 消防車両等の更新整備　　計画に沿い老朽した車両の更新整備を図る。
いる東指令１号車及びボートトレーラーを更新整備します。 執行計画 ３１年度の執行計画　＜東指令１号車及びボートトレーラーの更新整備事業（政策）

(3)事業内容 内　　容 　 ５月：入札・契約締結/１０月：中間検査/１２月：納車　　　　　　　　　　　　　　　　　

消防車両等の整備の実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防車両等を充実整備することで、各種災害等の出動に万全な体制で備える。 直接 消防車両等の整備の実施率 ％ 100 100

平成32年度 消防車両等を充実整備することで、各種災害等の出動に万全な体制で備える。 直接 消防車両等の整備の実施率 ％ 100

平成33年度 消防車両等を充実整備することで、各種災害等の出動に万全な体制で備える。 直接 消防車両等の整備の実施率 ％ 100

 消防車両の高騰化や積載資器材整備のため、事業費の高騰がある中で更新年限の延伸が見込まれ、保守点検や修繕にて緊急出
(7)事業実施上の課題と対応 動態勢を維持していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

車両用品等 108 車両用品等 100 車両用品等 100 車両用品等 100
車両燃料費 6,895 車両燃料費 7,814 車両燃料費 7,814 車両燃料費 7,814
車両・車検整備修繕 3,171 車両・車検整備修繕 3,170 車両・車検整備修繕 3,170 車両・車検整備修繕 3,170
車検整備手数料 1,591 車検整備・法令点検手数料 1,870 車検整備手数料 1,870 車検整備手数料 1,870
自動車損害保険料等 312 自動車損害保険料等 269 自動車損害保険料等 269 自動車損害保険料等 269
はしご保守点検委託料 303 公用車リース料 464 はしご保守点検委託料 605 はしご保守点検委託料 605
公用車リース料 459 消防車用バッテリー等 433 公用車リース料 464 公用車リース料 464

実施内容 消防車用バッテリー等 312 自動車重量税 596 消防車用バッテリー等 433 消防車用バッテリー等 433
自動車重量税 641 備品購入費 125 自動車重量税 596 自動車重量税 596

(8)施行事項
費　　用 船舶検査用レターパック 1 備品購入費 125 備品購入費 125

＊ つくし野指令車購入 ＊ 東指令１号車・ボートトレーラー購入
＊ 自動車損害保険料等 9 ＊ 自動車損害保険料等 14 ＊ 湖北水槽１号車購入 ＊ 指令２号車購入
＊ 車両購入費（起債対象） 2,635 ＊ 車両購入費（起債対象） 5,051 ＊ 自動車損害保険料等 9 ＊ 自動車損害保険料 9
＊ 自動車重量税 7 ＊ 自動車重量税 25 ＊ 車両購入費（補助金・起債対象） 80,742 ＊ 車両購入費（起債対象） 8,000

＊ 自動車重量税 42 ＊ 自動車重量税 23
＊ 中間検査旅費 84

予算(決算)額 合　　計 16,444 合　　計 19,931 合　　計 96,323 合　　計 23,478
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 8,156 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 2,300 充当率 90 ％ 4,500 充当率 90 ％ 65,300 充当率 90 ％ 7,200

(9)財源内訳
一般財源 14,144 15,431 22,867 16,278

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 3,520 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,964 22,571 98,963 26,118
(11)単位費用

199.64千円／％ 225.71千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防車両等を整備することで、各種災害等の出動に向け万全な体制がとれるとともに、各車両の隊員の安全面の強化にも ○①事前確認での想定どおり
繋がるため、当事業は必要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 車検整備及び定期点検により車両を管理し、また車両を更新 ○①想定どおり
□②生き物と共存している することで環境負荷低減に貢献している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,571 △2,607
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△13.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.44

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 927 課コード 1001 会計種別 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防車両等の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,571 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市民の生命、身体、財産を災害か



、市の中央部に位置するため、災害防災活動の拠点として位置付けし、防災活動にも総合的に対
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 応できる、消防庁舎等の施設を整備する。
展開方向

・当庁舎施設の整備については、市で計画している他の施設の整備も視野に入れ、企画課を含めた関係各課 湖北台地区公共施設整備方針に基づき、湖北分署庁舎等施設の整備に係る用地を取得する。
　と協議を実施する。 ３１年度　不動産鑑定　４月から５月
・当庁舎施設の整備に係る用地等を調査し購入する。 当該年度 　　　　　用地売買契約・物件補償契約　６月から７月
・防災活動の拠点として、各種災害に対応できる高い耐震性と安全性を有する庁舎等の施設を整備する。 執行計画 　　　　　登記事務　８月から９月

(3)事業内容 内　　容 ・庁舎等の整備に併せ、各種情報システム等を整備する。 　　　　　　　　　　
・都市型災害等に対応できる消火訓練、救助訓練等が行え、市民が防災に対する必要性、重要性及び災害時
　の行動等の学習もできる総合訓練施設を整備する。 消防施設等整備事業の進捗率 想定値 100当該年度
・３１年度は、不動産鑑定、消防庁舎等用地の取得を実施する。 単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 東消防署湖北分署庁舎等用地の取得 直接 東消防署湖北分署庁舎等用地取得に係る進捗率 ％ 0 100

平成32年度 東消防署湖北分署庁舎施設等の整備用地の取得を完了する。 直接 東消防署湖北分署庁舎施設等の整備用地取得の進捗率 ％ 100

平成33年度 東消防署湖北分署庁舎施設等の整備を完了する。 直接 東消防署湖北分署庁舎施設等の整備工事の進捗率 ％ 100

・消防車両の配置
(7)事業実施上の課題と対応 ・消防団器具置場等との共同利用 代替案検討 ○有 ●無

・太陽光発電等の利用

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 消防用地取得費（起債対象） 53,090 ＊ 消防用地取得費（起債対象） 76,763 ＊ 消防施設等基本実施設計委託料 25,465 ＊ 消防施設等基本実施設計委託料 25,465
＊ 物件移転補償費（起債対象） 27,000 ＊ 消防用地取得に伴う印紙代 62 ＊ 「継続費３２年から３３年」 ＊ 「継続費３２年から３３年」
＊ 物件補償費再算定委託 659 ＊ 不動産登記手数料 2,245 ＊ （起債対象） ＊ （起債対象）
＊ 消防用地取得に伴う印紙代 50 ＊ 不動産鑑定手数料 88 ＊ 水道管切り回し工事設計委託 1,960
＊ 不動産鑑定手数料 529 ＊ 用地仮囲い工事 1,045 ＊ 用地囲い込み工事 1,100
＊ 消防庁舎用地の土地登記手数料 1,097 ＊ 物件補償再算定委託 422 ＊ 消防施設等整備事業に伴う用地取得 ＊ ガス管切り回し工事負担金 5,293
＊ 事業認定申請図書作成委託料 6,902 ＊ 物件補償費（起債対象） 2,994 ＊ 及び物件移転補償 ＊ 水道管切り回し工事（起債対象） 10,000

実施内容 ＊ 事業認定申請に伴う新聞公告料 89 ＊ （債務負担設定期間Ｈ３２～Ｈ３３） ＊ 電波障害調査（事前） 350
＊ 事業認定申請に伴う県収入証紙代 158 ＊ 消防施設等整備事業に伴う用地取得 ＊ 　設定金額　３１，８０６千円　 0 ＊ 家屋影響調査（事前） 3,964

(8)施行事項
費　　用 ＊ 及び物件移転補償　債務負担設定 ＊ 基準点一時休止委託 170

＊ （債務負担設定期間Ｈ３２～Ｈ３３） ＊ 構造計算適合性判定手数料 677
＊ 　設定金額　３１，８０６千円

＊ 消防施設等整備事業に伴う用地取得
＊ 及び物件移転補償　
＊ （債務負担設定期間Ｈ３２～Ｈ３３）
＊ 　設定金額　３１，８０６千円
＊ 用地取得費　 31,686

　 ＊ 物件補償費　 120

予算(決算)額 合　　計 89,574 合　　計 83,619 合　　計 27,425 合　　計 78,825
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 60,000 充当率 75 ％ 59,800 充当率 75 ％ 19,000 充当率 75 ％ 51,800

(9)財源内訳
一般財源 29,574 23,819 8,425 27,025

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 0.9 0.9 0.9
正職員人件費 7,920 7,920 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 97,494 91,539 35,345 86,745
(11)単位費用

974.94千円／％ 915.39千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

庁舎建築から４０年以上が経過し、老朽化が進んでおり、訓練スペースも無い状態であるため、早急な庁舎の建替えが必 ○①事前確認での想定どおり
要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 　住民説明会を実施し、いただいた意見を設計等において反 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 映する。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 91,539 5,955
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

6.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.11

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1909 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防施設等整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ 平成36年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 91,539 千円 (うち人件費 7,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 湖北分署は


